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1. はじめに

山間部や海岸線沿いの急崖斜面に近接する道路に
は，落石や土砂崩壊などの自然災害から人命や道路を
守るため多くの落石防護構造物が建設されている 1)．
また，近年，集中豪雨等の異常気象や大地震，積雪寒
冷地における凍結融解作用などによる斜面の劣化に
よって，設計当初よりも落石規模が大型化している事
例が報告されており，落石防護構造物の耐衝撃性の向
上が求められる箇所も数多く存在している．
このような状況下において，著者らの研究グループ

では落石防護擁壁の耐衝撃性向上を目的に，図－1に
示すソイルセメント等を用いた三層緩衝構造を提案
している 2),3)．三層緩衝構造は，落石エネルギー E =
1,200 kJ程度までは優れた緩衝性能を有していること
を実証実験にて確認した 4)．さらに，設計実務の参考
資料として，設計手順や緩衝工適用範囲についても計
算事例を踏まえて紹介している 5),6)．しかしながら，
三層緩衝構造の採用事例は少なく，施設管理者あるい
は設計者が実現場へ本工法を適用する際の参考資料が
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図－ 1 提案工法

不足している現状にある．
このような観点から，本論文ではソイルセメント等

を用いた三層緩衝構造を広く現場に普及させる環境を
整えることを目的として，写真－ 1に示すような施工
事例のほか，施工手順や構造細目等の紹介を行うこと
とした．また，施工時の創意工夫も併せて報告する．

2. 標準断面および施工事例概要

図－2に本工法の標準断面を示す．本工法は落石防
護擁壁用補強工であり，その必要高さは落石衝突高さ
に落石径程度の余裕高を考慮する必要がある．図は必
要高さを満足する場合のほか，満足しない場合の適用
例も併せて示している．
表－1 および 図－3 には 2 件の施工事例 7),8) に関

する現地状況や災害要因，採用理由および概略断面図
を，写真－ 2には施工時の状況写真を示す．

既設擁壁

緩衝構造

←道路側 斜面側→

写真－ 1 現地写真 8)



500 1,000

100

ソイルセメント b=1,000mm

EPSブロック b=500mm

敷砂層 t=20～50mm
（1N/mm2以上）

（D-20）

既設擁壁

塗膜防水 b=700mm 植生基材吹付

素掘側溝

1:0.8

落
石
径

跳
躍
高（

2,
00

0）

落石荷重

10
0

地盤線

跳躍高（
2,000）

2方向ジオグリッド 2枚
（34×43kN/m）

500 1,000

100

ソイルセメント b=1,000mm

EPSブロック b=500mm

敷砂層 t=20～50mm
（1N/mm2以上）

（D-20）

塗膜防水 b=700mm 植生基材吹付

素掘側溝

1:0.8

落
石
径

跳
躍
高（

2,
00

0）

落石荷重

10
0

地盤線既設擁壁

擁壁嵩上げ
跳躍高（

2,000）

2方向ジオグリッド 2枚
（34×43kN/m）

500 1,000

100

ソイルセメント b=1,000mm

EPSブロック b=500mm

敷砂層 t=20～50mm
（1N/mm2以上）

（D-20）

既設擁壁

塗膜防水 b=700mm 植生基材吹付

素掘側溝
1:0.8

落
石
径

跳
躍
高（

2,
00

0）

落石荷重

10
0

当初地盤線

跳躍高（
2,000）

2方向ジオグリッド 2枚

(c) 必要高さを満足しない場合2（堀込み）

(b) 必要高さを満足しない場合1（嵩上げ）

(a) 必要高さを満足する場合

（34×43kN/m）

背面掘削
対策後地盤線

図－ 2 標準断面

3. 施工準備
3.1 ソイルセメント材料の確保
本工法を採用するにあたっては，ソイルセメント母

材となる土砂材料の確保が重要となる．以下に準備段
階におけるソイルセメント材料の注意点を示す．
• 使用土量を確保する（現地発生土の流用が可能であ
れば安価かつ建設廃材発生の抑制に寄与できるが，
困難な場合は購入土も検討する）．

• 文献 9) に示すように，一般的な盛土材料としての
条件を満足させる必要がある．

• 文献 10)より，粒径は施工性・品質に大きな影響を
与えないことが確認されているが，最大粒径は敷均
し層厚の 1/2程度とすることが望ましい．事例 Aで
は 100 mm以上の岩塊・礫は除去して使用している．

• 粘性土を用いた場合には，既往の研究 11) から砂を
用いる場合よりもソイルセメントのひび割れの発生
を抑制し，開口幅も小さくなる傾向にあること，落
石衝撃力が小さくなり貫入量も抑制されること等の
知見が得られている．これより，粘性土が含まれて
いても盛土材料としての条件を満足する場合には活
用可能である．

3.2 ソイルセメント強度の確認
本緩衝システムに即したソイルセメントを構築する

ため，技術開発時に得られた知見を以下に示す．
• 本工法におけるソイルセメント強度は，室内実験 12)

にて 0.2 MPa（EPSブロックの降伏圧縮強度）以上
の圧縮強度が必要であることを踏まえ，実規模実験
4) では 1.0 MPaを目標強度と設定している．この実
規模実験結果を踏まえ，本工法における最低目標強
度は 1.0 MPa (= 1.0 N/mm2)以上とする．

• 参考までに技術開発時におけるソイルセメントの製
作状況を記載すると，ソイルセメント母材は実験結
果のばらつきを考慮し，均一性を確保するために比
較的粒度分布の広い砂を用いた．また，最適含水比
に調整したうえで早強ポルトランドセメントにより
製作した．なお，含水比調整のために使用する水は
ソイルセメントの固化・硬化を妨げるものであって
はならない 10)．

• 室内実験時のセメント添加量は 50, 100, 150 kg/m3

とし，最低目標強度 1.0 MPaが得られる 100 kg/m3

で各種実験を実施した．また，実規模実験 4)では実
施工を想定し浅層混合処理工法時の配合設計 13) に
準じ，室内と現場の混合精度の差や施工時の気温な
どを考慮して，配合するセメント量を規定値の 40
%割増とした．なお，技術開発時には室内実験およ
び実規模実験ともに 1 ∼ 3 MPaであったため，使用
セメント量の抑制を考慮し 3 MPa 程度に抑えるこ
とが望ましい．ただし，上記添加量で 3 MPa以上の
強度発現が確認された場合にはこの限りではない．

• 施工時のセメント撹拌は，事例 Aではフェノールフ
タレイン溶液を用いて混合状況を確認した．

3.3 施工ヤード
ソイルセメントの撹拌・運搬・構築は，施工箇所に

近接した位置にて行うことが望ましい．施工時には現
地発生土の仮置き場あるいは土砂採取箇所からの土砂
運搬計画を検討する必要がある．

4. 施工手順
4.1 準備工
(a) 土砂置場，ソイルセメント撹拌混合ヤードの確保，
丁張設置，施工機械および材料搬入の準備を行う．

(b) 撹拌混合ヤードからソイルセメント築造場所ま
での運搬路を確保する（必要に応じて敷き鉄板を
設置）．

4.2 床付け・EPSブロック設置
(a) ソイルセメント築造場所の雑草等を除去し，床付
け面を水平に仕上げる．

(b) EPSブロック（基本形状 : 縦 1.0 m × 横 2.0 m ×
厚 0.5 m）を既設壁面に沿って配置する．



表－ 1 本工法の施工事例概要
項目 事例 A7) 事例 B8)

場所 ・北海道開発局帯広開発建設部管内の国道 ・北海道開発局函館開発建設部管内の国道
現地
の
特徴

・海沿い
・道路脇には最大比高 180 m程度の斜面が連続
・斜面法尻から現道までのクリアランスは 5 m程度

・海沿い
・道路脇には最大比高 80 m程度の斜面が連続
・斜面法尻から現道までのクリアランスは 10 m程度

既往
施設

・道路沿いには重力式落石防護擁壁が設置済
・落石防護擁壁は全高 2.5 m，突出高 2.0 m

・道路沿いには重力式落石防護擁壁が設置済
・落石防護擁壁は全高 4.0 m，突出高 3.0 m

災害
要因

・近年の現地踏査により，平均径 0.5 mの転石が認めら
れた．露岩部からは崩壊過程で最大径 1.0 m程度に分
離する落石が確認された
・落石は単位体積質量 2.6 ton/m3 の花崗閃緑岩
・落石発生源の比高は 75 m程度であり，リバウンドを
考慮した落石エネルギーは E = 900 kJ程度

・近年の現地踏査により，１辺が数 m規模の不安定岩
体が確認された．不安定岩体からは径 1.0 mの落石
が飛散し，現道に到達するおそれが想定された
・落石は単位体積質量 2.7 ton/m3 の粘板岩
・落石発生源の比高は 35 m程度であり，リバウンドを
考慮した落石エネルギーは E = 400 kJ程度

採用
経緯

・上記落石条件により既設擁壁を照査した結果，許容値
を満足しないことから既設擁壁補強あるいは新たな
落石対策工が必要となった
・関係機関との協議により「単年度施工」，「騒音・振動
禁止」，「定置網漁期間以外の施工」という施工条件が
追加されたことから，既設擁壁を取り壊さない工法を
採用する必要が生じた
・落石条件および施工条件より，当箇所の対策工として
「第 1案落石防護補強土壁」，「第 2案本工法」が抽出
された（いずれも既設擁壁存置）
・落石条件，施工条件および経済性を考慮し，本工法が
採用された

・不安定岩体は切土により個別処理する計画であるが
施工完了までには時間を要することから，飛散する
落石を対象とした落石対策をまず施工した
・上記落石条件により既設擁壁を照査した結果，許容
値を満足しないことから既設擁壁補強あるいは新た
な落石対策工が必要となった
・落石条件より，当箇所の対策工として「第 1案落石防
護補強土壁（既設擁壁取り壊し）」，「第 2案本工法
（既設擁壁存置）」が抽出された
・落石条件および経済性を考慮し，本工法が採用され
た

対策
工法

・既設擁壁の嵩上げ・増し厚
・ソイルセメント等を用いた緩衝構造による擁壁補強
（現地発生土を使用）
・ソイルセメントの盛土勾配は 1 : 0.5
・現場管理におけるソイルセメント強度は 3 MPa

・ソイルセメント等を用いた緩衝構造による擁壁補強
（現地発生土を使用）
・ソイルセメントの盛土勾配は 1 : 0.8
・現場管理におけるソイルセメント強度は 1 MPa

(c) 不陸を調整しながら EPSブロックを既設壁面に仮
止めし，緊結金具を設置する．

(d) ソイルセメント敷均し転圧作業の進捗に応じ，上
記 (b), (c)の作業を繰り返す．

4.3 ジオグリッド設置
(a) ジオグリッドの下端をアンカーピン等で固定し，
施工中の移動を防止する．

(b) EPSブロック部の仮固定には差し枠を使用し，進
捗に応じ上部へ引き上げる．

4.4 ソイルセメント製作
(a) 事前に使用するバックホウの擦切り土量を計量し
ておき，規定量を撹拌混合ヤード（ベッセル等）
に投入する．

(b) 混合ヤードに規定量の固化材（セメント）を散布
し撹拌混合を行う．

(c) 土砂と固化材が十分混ざり合ったことを確認した
後，練混ぜ水を投入し再度撹拌混合を行う．

※事前に試験練りを実施し，撹拌混合の標準時間を
定めておく．

4.5 ソイルセメント運搬
(a) ダンプトラック等にソイルセメントを積込み，所
定の場所へ運搬する．

(b) 遠距離の場合はシート等で覆いを行う．

4.6 ソイルセメント敷均し転圧
(a) 1層の仕上り厚が 300 mm程度 9),10) になるようソ
イルセメントをバックホウで敷均し，振動ローラ
（ハンドガイド式 0.8 ∼ 1.1 ton）で転圧を行う．

(b) 各層の法肩は 300 mm程度余分に巻き出しを行い，
転圧不足を防ぐ．

(c) ジオグリッドと EPSブロック間 (100 mm)のソイ
ルセメント打設については踏固めと突き棒等を
使用した人力施工とし，ジオグリッドの配置を乱
さずに十分に締固められるように留意が必要で
ある．

※上記の作業を計画高まで繰り返す．なお，締固め
は盛土工の基準 9) に準じ，試験施工により所定の
転圧回数，転圧速度，衝撃加速度等を設定する方
法がある．

4.7 法面整形・表面保護
(a) 天端に仕上げ用の丁張を設置する．
(b) 法面バケットを装着したバックホウで削り取り整
形を行う．

(c) 法面整形後，ラス張りおよび植生基材吹付を行う．
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図－ 3 施工事例の断面図

5. 細目
5.1 ソイルセメント
ソイルセメント厚は実規模実験に用いた厚さ以上と

し， 1.0 mを最小厚とする．既設擁壁が勾配を有して
いる場合には最小厚が 1.0 m未満とならないようにソ
イルセメント天端幅を設定する必要がある．また，ソ
イルセメント最急勾配について以下に示す．
• ソイルセメントの勾配は，クリアランスが小さい場
合や後述する表面保護工としての植生の良好な繁茂
環境が確保可能である場合等は 1 : 0.5 を最急勾配
9) とするが，後述の植生による表面保護工の維持管
理を考慮し，植生の適用勾配として 1 : 0.8程度の緩
勾配 14) とすることが望ましい．

• なお，実規模実験 4) における試験体では，勾配を考
慮しないモデルとしていることから，ソイルセメン
トの最小厚さ，表面保護，地震時安定性，施工方法
を検討のうえ，直勾配としても耐衝撃性能は確保さ
れる．

5.2 ジオグリッド
技術開発時に用いたジオグリッドを以下に示す．

• ジオグリッドは落石の貫入抑制効果およびソイルセ
メント割裂破壊抑制効果を踏まえ，ポリプロピレン
の合成高分子性シートで二方向に強化されたタイプ
を使用した．品質管理強度は 34 × 43 kN/m（製品
基準強度 27 × 37 kN/m），目合いは 28 × 33 mmで
ある．なお，実規模レベルの実験を別途行い，耐衝
撃性能を確認することで他製品も使用可能と考えら

れる．
• ジオグリッドを EPS ブロック側のソイルセメント
内部に配置することで，ソイルセメントの割裂を拘
束する効果が発揮 15) される．なお，ソイルセメン
トと EPS ブロックの境界に配置すると施工性が向
上するものの，ソイルセメントとジオグリッドの付
着が小さく緩衝性能が十分に発揮されないため注意
を要する．また，本緩衝システムは落石エネルギー
によらず 1タイプ 4)のみであることから，現時点で
はソイルセメント内の芯かぶり 100 mmの位置にジ
オグリッドを配置する．

• 実規模実験 4)では，二方向に強化されたジオグリッ
ドを２枚重ね合わせて番線等で固定し，それぞれ直
交させて展開配置させている．

• ジオグリッドは幅 3.5 m，ロール長 30 mとなってい
ることから，配置寸法により 図－4(a)(b) のような
接合が必要となる．接合方法は文献 16), 17)を参考
とし， 図－4(c)(d) に示すように以下の方法による
ものとした．なお，事例 A では C リング，事例 B
では重合せ長を確保して配置している．

(a) 接合位置を極力一致させない．この場合には，200
∼ 300 mm程度の重合せ長を確保する．

(b) 接合位置が一致する場合には，Cリング等による
接合を行う（1目合い以上重ね合わせ）．

5.3 EPSブロック
技術開発時に用いた EPSブロックを以下に示す．

• EPS ブロックは文献 3)に規定された製品を使用し
ており，設計単位体積重量は 20 kg/m3（型内発泡法，



(a) EPS ブロック設置状況7)

(b) ジオグリッド設置状況8)

写真－ 2 施工状況写真

発泡倍率 50倍）である．EPSブロックについても，
ジオグリッド同様に耐衝撃性能を確認することで他
製品も使用可能と考えられる．

• 実施工時には，EPSブロックを擁壁背面勾配に沿っ
て配置する．なお，事例 Aは高さ調整のために現場
にて熱線ワイヤーで切断して設置している．

• EPS ブロックはポリスチレン樹脂を原料とするた
め，長期間に亘って紫外線に曝露するとその表面
が黄色く変色することがある．そのため，露出部分
は紫外線劣化対策として表面保護を行うものとす
る．EPSブロックの表面保護としては，ボックスカ
ルバートなどの目地部に適用 18) するスプレー防水
（ウレタン吹付，t = 5 mm）や土羽等がある．

• EPSブロックを設置する際は，基盤工として 20 ∼
50 mm程度の敷砂層を設ける．また，曲線配置時は
必要に応じて加工ブロックや砂による間詰めにて対
応する．なお，EPSブロック相互は緊結金具で一体
化する 3)．

5.4 ソイルセメント表面保護工
ソイルセメントの表面保護工について以下に示す．

• ソイルセメントの露出部分は凍結融解抵抗性に乏し
く，寒冷地における凍害劣化が懸念される．

• 技術開発時は形状や混合精度の誤差を極力防止する
目的でソイルセメント材料に砂を使用しており，ソ
イルセメント表面が比較的平滑であったため，表面
保護工として超速硬化ウレタン防水材（t = 2 mm）
吹付を施した 4),19)．

• 実施工時は礫質土等の混入により多少の凹凸が避け
られないことから，超速硬化ウレタン防水材が適用
困難となる場合も想定される．そのため，現時点で
は一般的なソイルセメントの表面保護工として実績
の多い厚層基材吹付工を提案する．

• 事例 Aの設計では文献 14)より，ソイルセメント土
壌硬度を“30 mm以上”，風化程度を“新鮮”と想
定し，厚層基材吹付工（有機質系）を 60 ∼ 100 mm
として計画した．

6. 施工時の留意点
6.1 ソイルセメント
ソイルセメント施工時の留意点 10) を以下に示す．

• ソイルセメント施工時においては，降雨時の施工中
止基準等を設ける等，ソイルセメント母材の含水比
管理を慎重に行う必要がある．

• 暑中施工時において，打設面が著しく乾燥する場合
は，必要に応じて散水を行い養生シート等で覆う．

• 寒中施工は極力実施しないことが望ましいが，実施
する場合には初期に凍結しないよう十分に保護し，
特に風を防ぐ必要がある．氷点下にさらされる場合
は混練水の加熱，保温養生等の対策を講じる．

• セメント添加量設定では，適切な含水比の管理が必
要となる．

6.2 EPSブロック
EPSブロック施工時の留意点を以下に示す．

• 事例 A では，EPS ブロック設置後，豪雨により施
工現場に雨水が流入し，EPSブロックの脱落が生じ
た．文献 3)にあるように，EPSブロックの保管・設
置時には気象条件も考慮のうえ施工計画を立案する
必要がある．なお，復旧時はコンクリートボンド等
により既設擁壁に EPS ブロックを固定し脱落防止
を図った．

• 事例 A のように，周辺の雨水が流れ込むことが想
定される場合には，EPSブロックの施工中・施工後
の浮き上がり対策として，排水工を整備する必要が
ある．

• 施工時期が古い既設擁壁は落石衝突面が傾斜してい
ることが多く，事例 A では EPSブロックの現場切
断作業が生じた．事例 B は基礎工および天端処理
を工夫し，切断作業が生じないよう計画した．

• その他の留意点としては文献 3)に記載されている
が，特に仮置き時はネットやシートによる飛散防
止・紫外線保護などが挙げられる．

6.3 その他
本工法は，落石が衝突した場合には，ソイルセメン

ト，ジオグリッドおよび EPS ブロックに損傷が生じ
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図－ 4 ジオグリッド概要図

る．落石エネルギー等により損傷状況は異なるが，損
傷した場合には各材料の適宜交換が必要となる．

7. まとめ

本論文では，ソイルセメント等を用いた三層緩衝構
造を広く現場に普及させる環境を整えることを目的
として，施工事例のほか，施工手順や構造細目を紹介
した．
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